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 ６月１９日に開かれた府市の法定協議会で、大阪

市廃止・分割（「都構想」）の協定書案が、維新、公

明、自民の一部の賛成多数で可決されました。 

 「新型コロナ」対策が最優先されるべきときに、「１

１月の住民投票ありき」で採決を強行したもので許

せません。 

 維新の会は、「新型コロナ」の感染状況

によっては変更もあるとしていますが、「協

定書案」は、国との協議を経て、府市両議

会で議決後、６０日以内に住民投票に実

施されることになり、１１月１日が投票日の

場合、告示日は１０月１２日になります。 

 「明るい会」と大阪市をよくする会は１９

日、両会事務局長連名でのアピールを発

表しました。 

 「都構想」阻止、住民投票で勝利するた

めの取り組みを進めましょう。 

◇  ◇  ◇  ◇ 

 

 

 「明るい会」は６月１８日、常任幹事会を開き、生活

苦や営業継続困難に直面している人たちへの支援

や第２波への備えなど、「新型コロナ対策」に全力を

挙げなければならない時期に。維新の会は１１月１

日の「都構想」住民投票実施のために、法定協で協

定書案採決を強行しようとしているとし、「新型コロ

ナ」の影響で工夫はいるが、「都構想」阻止を正面

に取り組みを強めていくことを確認。７月の宣伝ゾー

ン（７月１７日～１９日）に向け、ビラ(機関紙)やポスタ

ーなどの宣伝グッズを作成していくことなどを決めま

した。 

また、７月２１日夜に団体・地域代表者会議の開

催を予定。維新の会が、大阪市域に府と市の財源

の集中投資をねらう「都構想」は、大阪市以外の市

町村にも権限、財源に影響します。特別区が設置さ

れると、隣接する市町村が特別区に移行する場合、

住民投票をする必要もありません。 

府の“変質”を許さず、維新政治を終わらせるた

めにも、「オール大阪」の課題として「都構想」阻止、

住民投票中止の取り組みを強めましょう。 

堺市では、７月１８日に「都構想」問題での市民学

習会を計画、31日に主要駅宣伝を計画しています。 

１１月に住民投票ねらう 法定協、「都構想」協定書案可決 
「新型コロナ」対策急ぎ、住民投票は中止を 「明るい会」「よくする会」がアピール 

「大阪市をよくする会」が取り組んだ大阪市への請願行

動（６月１８日）。計８０００人分の署名を集まった約２００

人が一人ひとり手渡しました。 

「都構想」阻止、住民投票中止へ 取り組み強めよう 常任幹事会 

ビラ(機関紙)、プラスター、のぼり… 宣伝グッズ作成へ  

「明るい会」団体地域代表者会議 

７月２１日(火)午後７時～ 

グリーン会館大ホール(予定) 



 本日（6月 19日）、大阪府・市の大都市

制度(特別区設置)協議会(法定協議会)は、

大阪市を廃止し特別区を設置する制度案

（協定書案）を維新の会、公明、自民の一部

の賛成多数で可決しました。 

 この協定書案はコロナ以前に作成され

たものであり、コロナ対策についての記述は

なく、大阪府・市の財政見通しへのマイナス

影響もなんら考慮されていません。しかも、４

月、５月に開けなかった「出前協議会」に代

えて実施された意見募集には 2376件の市

民の意見が寄せられ、そのほとんどが反対

意見であったことを無視して可決を強行、11

月にも住民投票を行おうとしていることは断

じて容認できません。 

 

新型コロナウイルスの感染拡大が、暮らし

と営業を壊し、医療や介護・福祉の分野にも

深刻な影響を及ぼしています。倒産・廃業

や生活保護申請の増加とともに、「必ず来

る」と警告される第２波、第３波が大阪経済

へのさらなる打撃を与えることは確実です。 

今、求められるのは、生活苦や営業継続

の困難に直面する人たちへの支援であり、

医療・介護関係者への財政支援を基礎にし

て、幅広い分野と力を合わせて第２波に備

えることです。 

 

大阪市が廃止されれば二度と元に戻れな

いだけに、市民への十分な説明と議論が保

障され、市民が制度を理解したうえで判断

することが求められます。いまコロナ感染の

第２波が危惧されるなかで開催が義務付け

られている住民説明会の開催が確約できな

いなど、十分な説明と議論が保障できない

状況で住民投票は行うべきではありません。 

 

しかも、コロナ対策にはすべての住民が

力を合せて協力することが必要です。そん

なときに、前回の住民投票のような対立・分

断を住民の間に持ち込んではなりません。 

 

 大阪市廃止・分割構想（「都構想」）のね

らいは、大阪府と大阪市の財源を大阪市域

の大型開発に集中投資するもので、これま

で大阪市外に投資されていた財源を含め、

大阪市以外の自治体の権限と財源の集中

も進みます。これは、大阪府が住民の暮しを

支える地方自治体の役割を放棄し変質する

ことであり、大阪市民の住民サービス低下だ

けでなく、大阪市以外の自治体に悪影響を

及ぼすものです。 

 

両会は、大阪市廃止・分割構想（「都構

想」）の是非や賛否での意見の違いがあっ

ても、今、やるべきは「新型コロナ」対策の強

化であり、大阪市を廃止することではないと

の意見が多数だと確信します。そして「住民

投票は中止を」の声を大きく広げることを呼

びかけます。 

以上 

急ぐべきは「新型コロナ」対策、大阪市廃止のための住民投票中止の声を広げよう！ 
２０２０年６月１９日 

明るい民主大阪府政をつくる会  事務局長 荒田 功 

大阪市をよくする会  事務局長 福井 朗 

 


